
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本資産

284,787,326 419,848 3,000,000 282,207,174
0 0 0 0

284,787,326 419,848 3,000,000 282,207,174
特定資産

1,683,248,081 19,103,308 196,043,420 1,506,307,969
1,668,725,314 407,761,600 658,965,698 1,417,521,216
569,248,330 2,556,211 0 571,804,541
20,163,121 28,305 14,000,000 6,191,426
404,783,610 607,175 508,200 404,882,585

4,346,168,456 430,056,599 869,517,318 3,906,707,737
4,630,955,782 430,476,447 872,517,318 4,188,914,911

（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

基本資産
282,207,174 0 282,207,174 0

0 0 0 0
小 　　計 282,207,174 0 282,207,174 0

特定資産
1,506,307,969 0 0 1,506,307,969
1,417,521,216 0 1,417,521,216 0
571,804,541 0 571,804,541 0
6,191,426 0 6,191,426 0

404,882,585 0 404,882,585 0
小 　　計 3,906,707,737 0 2,400,399,768 1,506,307,969
合 　　計 4,188,914,911 0 2,682,606,942 1,506,307,969

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
　 建物・構築物 779,056,300 543,908,360 235,147,940
　 機械器具・備品 122,872,091 111,436,347 11,684,564
　 車両運搬具 0 0 0

901,928,391 655,344,707 246,832,504

債権金額 貸倒引当金 当期末残高

未収金 238,278,060 0 238,278,060

前払金、仮払金 3,002,533 0 3,002,533

241,280,593 0 241,280,593

無し

帳簿価格 時　　　価 評価損益
国債 199,952,000 202,700,000 2,748,000
地方債 399,960,000 402,930,000 2,970,000
金融債 200,000,000 201,940,000 1,940,000

799,912,000 807,570,000 7,658,000

金　　　額

経常収益への振替額 0

減価償却費計上による振替額 0

0

無し

無し

無し１４．その他

１０．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高　～　省略

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額

１２．関連当事者との取引の内容

１３．重要な後発事象

合　　　　計

内　　　　　容

自由金利型定期預金　501,804,541 円

６．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（ 直接法 ）

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

４．基本資産及び特定資産の財源等の内訳

５．担保に供している資産

当期末残高

一般基本積立資産

　　基本資産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

出資積立資産　　

　（３）引当金の計上基準

　（２）固定資産の減価償却の方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

３．基本資産及び特定資産の増減額及びその残高

　　平成16年10月14日公益法人会計基準の改正に伴い、本会は平成20年度より導入している。

　（４）消費税等の会計処理

額を計上している。

期末に発生していると認められる額を計上している。

　　　　　退職給付引当金　 ・・・・・・・・・

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

合　　　　計

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおり

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

８．保証債務

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

科　　　　目

合　　　　計

財務諸表に対する注記 

　　　　　満期保有目的の債券　 ・・・・・・・ 取得価格によっている。

　　　　　建物及・什器備品及びｿﾌﾄｳｴｱｰ　　・・ 全て定率法によっている。

１．重要な会計方針

合　　　計

科　　　　　目

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産
役員功労積立資産
固定資産更新資産

小　　　計

２．会計方針の変更

　　　　　消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

科　　　　目

一般基本積立資産

　　基本資産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当

　　　　　賞与引当金　　　 ・・・・・・・・・

科　　　　目

役員功労積立資産
固定資産更新資産

科　　　　目

合　　　　計

　　短期借入金に供している資産 ・・・・・・・

出資積立資産　　
小　　　　計
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